
 

 
 
 

 

１ はじめに 

私は前職資生堂時代から、ワーク・ライフ・

バランスの実現や女性活躍推進に関して様々な

人事制度の検討や女性を対象としたキャリアデ

ザイン研修を実施するなど、社内で中心的な立

場で活動してきました。現在の会社に転職後は

これまでの経験を活かし、官公庁や民間企業、

労働組合などでも女性活躍推進をテーマとした

研修に数多く登壇しています。日本社会におい

て指導的立場に占める割合は男性が多数派であ

ることは周知の事実です。筆者は男性上司の視

点で、どう女性に新しい視座を与えられるかを

常に意識しています。研修の場では職場でよく

あるケースを設定し、受講者同士の討議の場を

組み込んでいます。 

自治大学校に講師として招聘されてから４年

余り経過しますが、第１部・第２部課程と第３

部課程において『女性活躍、ワーク・ライフ・

バランス』に関する講義を担当させて頂いてい

ます。今回は令和５年２月 15日に講義した内容

について、詳細をお伝えします。 

 

２ 全体構成について 

 ワーク・ライフ・バランスの講義として２つ

の講義で構成しています。１限目では主に女性

活躍推進の重要性について触れ、２限目では男

女問わず、多様な人材を活かすマネジメントや

働き方改革に関連した講義を行っています。 

主な内容は以下の通りです。 

＜１限目＞ 

■女性活躍推進の重要性について 

１ コロナ禍における新しい働き方 

２ 女性活躍支援の重要性と男性育児参画 

３ 組織の意識改革と上司の役割 

※「仕事と育児の両立」に苦悩する 30代女性の

ケースを放映し、グループ討議を実施。 

＜２限目＞ 

■多様な人材を活かすマネジメント 

１ 部下のやる気を引き出すマネジメント 

２ 仕事と介護の両立支援 

３ 
多様な価値観を受容するクロスロード・

ダイバーシティ・ゲーム 

※「仕事と介護の両立」に直面した 50代男性管

理職のケースを放映し、グループ討議を実施。 

 

３ 女性活躍推進の重要性について 

１限目では、新型コロナウイルス感染が拡大

している中、これまで遅々として進まなかった

テレワークが定着した様子や働き方改革が徐々

に浸透した結果、総実労働時間の減少、有給休

暇取得率の向上などデータを元に説明しました。

また 2024年問題と言われる、「建設業界や運輸

業界における時間外労働の上限規制の適用」で

どんな問題が発生するかなどにも言及しました。 

令和５年５月８日から、新型コロナウイルス

感染症の感染症法上の位置づけが現在の「２類

相当」から「５類」に移行されます。アフター・

コロナにおいては、コロナ前に逆戻りするので
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はなく、出社とテレワークのハイブリッドな働

き方が求められると思います。 

 次に女性活躍推進の重要性について、政府の

取組み内容や諸外国に比べ女性活躍が大きく遅

れている様子などについても触れました。とり

わけ「政治、経済」分野での遅れは顕著です。

具体的な例をあげると、地方議会における女性

議員の比率が 15％程度であることや、同じく地

方公務員の女性割合が４割程度に対し、課長職

以上の女性管理職は 15％程度しかないことに

も触れました。私が考えるには、下表の通り、

様々な問題が起因しているように感じています。 

 

 図表の最上位にあるのが、出産・育児という

ライフイベントが女性活躍推進を阻害している

現状です。諸外国に比べ、夫側が家事育児に従

事する時間が日本の場合、妻側に偏っているの

です。米国やドイツ、スウェーデンなどは夫の

家事育児時間は１日３時間程度なのに対し、日

本はその半分以下の１時間 23分です。日本にお

ける家父長制など古い考え方が根強く残ってい

る現実に目を向け、早く解消しなくてはならな

い問題だと捉えています。 

一方で、令和４年４月から男性の育休義務化

に関する法律が施行されました。会社側は対象

者に育休取得の意思確認をする必要が生じます。

このことについて、民間企業の先進事例などを

説明しました。 

次に夫婦間で仕事と育児の両立に苦悩してい

るケースをＤＶＤにて放映し、グループ討議を

行って頂きました。主な論点としては、夫婦で

どう役割分担すれば良いか、また妻側の上司は

どういう対応をすれば良いかなど、職場で起こ

り得る問題を提起して、議論を深めました。夫

側の家事育児参画が妻側のキャリア・アップに

寄与することにも触れ、男性の育児参画の重要

性をさらに強調しました。 

 また図表の一番下にある男性管理職の意識に

ついてもケーススタディを提示し、議論をして

頂きました。こちらは両立支援というより、女

性部下に責任ある仕事を任せるうえでのヒント

になり得る設定で進めました。男性管理職は、

「アンコンシャスバイアス（無意識の偏見）」を

女性部下に持つ傾向の方々が少なからずおり、

同性の男性部下に責任ある仕事を任せます。そ

れではいつまで経っても女性の管理職は増えま

せん。本ケーススタディでは、「貴方ならば出来

る」という挑戦意欲を喚起しつつ、「何かあった

ら責任は私が取る」という安心感を与える、両

面のサポートが重要であるとお伝えしました。

この考え方は、セキュアベース・リーダーシッ

プとも呼ばれ、以下の概念で部下の成長を促す

効果があると言われています。 

 

 

一方で女性部下側も男性と比べ、キャリア形成

に対して慎重な様子が伺えます。内閣府の調査

では、「男性に比べ管理職に必要だと思う能力に

ついて」概ね低い結果となっています。具体的

には部下指導力や決断力などで差が開いていま
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阻害要因 主な内容

出産・育児
というライ
フイベント

長期間仕事から離れる出産、育児のための短時間勤務により、
業務スキル・経験に限界があること。更には相対評価のため育
児時間取得者は評価が低くされがちである

異動・教
育・研修

男性の総合職と比べ、異動・ﾛｰﾃｰｼｮﾝが限定され、研修機会も
少なく、マネジメントに準ずる職場の経験に乏しい

ロールモデ
ル不在

出産・育児を経験した女性管理職が少なく、男性型のマネジメ
ントスタイルを取るリーダーはロールモデルとなりにくい

管理職志向
の欠如

男性の補助的な仕事に従事し、日々の仕事の面白さに気づかな
いまま職業年数が経過。「管理職になりたくない」という意識
が出る

男性管理職
の意識

女性を育てるという意識が乏しく、同性に大きな仕事を任せる
傾向があり、女性の能力発揮の障害となっている

女性が管理職に昇格しにくいとされる要因
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セキュアベース・リーダーシップの考え方

挑ませる

リスク、挑戦、冒険、エ
ネルギー、意欲

思いやる

安心、守る、安全

解き放たれた力

成果・実績・自信

出典︓ジョージ・コーリーザー、スーザン・ゴールズワージー、ダンカン・クーム『セキュアベース・リーダーシップ』株式会社プレジデント社



す。また御自身に対する自己評価（保持能力）

も劣っているとの回答も多かったのです。 

 これは、下表にある「インポスター症候群」

とも呼ばれる、仕事で評価されているにも関わ

らず、自分自身を過小評価してしまう人々の存

在です。 

 

 しかし、私の経験からすれば、男性部下より

もむしろ優っている点が多い女性部下を数多く

見て来ました。どうしても女性の場合、遠慮が

ちあるいは与えられた仕事に対して、注意点な

どを過敏に反応してしまうケースが多いと感じ

ています。そこは、男性管理職が「私がフォロ

ーするから思い切って挑戦して欲しい」旨を個

別ミーティングの場などで伝えて欲しいと思い

ます。大手民間企業では、最近部下と１対１で

対話をする「1on１ミーティング」を取り入れて

いる会社もあり、奏功しているようです。 

 

４ 多様な人材を活かすマネジメント 

 ２限目は、多様な部下をどうマネジメントし

ていけばよいか、私の以前の上司、佐々木常夫

氏の仕事術をベースに進めさせて頂きました。

自治大学校でも私の前に長年、登壇されていた

ことを聞き、継続性といった側面も大切にしな

がら進めました。 

 佐々木さんは、かつて、私たち社員に、「残業

ばかりしている社員は、仕事における段取りが

悪い」と、仕事のやり方を改めるよう、指導し

てくれました。「プアなイノベーションよりすぐ

れたイミテーション」と題して、仕事を上手く

こなしている先輩から学ぶ姿勢が大切だと教え

られました。子どもがまだ幼い家庭であれば、

仕事を効率よくこなして、早く家に帰り、父親

の役目を果たすことも重要です。前述のように、

日本は妻に家事育児の負担が極端に偏っていま

す。ワーク・ライフ・バランスの重要性をここ

でもさらに強調しました。 

日本人の労働生産性の低さも問題があります。

日本生産性本部が毎年公開しているデータを用

いて、１人当たり、１時間当たりの生産性が諸

外国と比べ極端に低い結果を紹介しました。そ

の原因としては、長い会議や資料の重複、上司

からの指示の曖昧さなどいくつかの要因があり

ます。それらをワーク・ライフ・バランスの観

点から極力排除していく必要性についても言及

しました。 

 一方、両立支援策は女性だけに限らず、男性

にも当てはまります。50代にもなると親の介護

に直面するケースが少なくありません。育児と

違って、介護の様子は職場であまり話題になり

ません。ついこの間まで元気だった親が突然倒

れた、というケースも良く耳にします。そうし

たケースを議論するために、「仕事と介護の両立」

支援の重要性もＤＶＤを視聴した後で、グルー

プ討議してもらいました。ケースの内容は、50

代の男性管理職が父親の介護に直面し、どう仕

事との両立を行うか、というものです。受講者

の中には「地域包括ケアセンター」の役割を熟

知されている方々も多く、部下に権限を委譲し

つつ、どう家族の介護と両立していけば良いか、

素晴らしい回答が多数出されました。こうした

観点から、職場でも日頃から自分の置かれてい

る家族の状況など差し支えない範囲で共有して

いく必要性にも触れました。 

 

５ 職場で起こり得る問題を議論する 

 私は多様性の推進は啓発の段階から実践の場

に移っていると日頃から感じています。座学で

女性は、自分の能力を過小評価して、実力
を偽っているように思い込む傾向があり、
そのことを「インポスター（詐欺師）症候
群」と呼ぶ︕
⇒責任ある仕事を任せたということは、そ
れだけ評価されていると思うことが重要︕
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講義を受けたとしても、受講者の記憶に残らな

ければ意味がありません。そのようなことから、

最後のワークでは、「職場で起こり得るケース」

について、グループ討議を行いました。主なケ

ースは以下の通りです。 

① 20 代男性社員のケース：ノー残業デーの日

に上司から緊急トラブルが発生したので、

残業して欲しいと依頼された。妻は大事な

会議の真っ最中。貴方なら引き受けるか。 

② 女性大学の職員のケース：伝統ある女子大

学に性同一障害の方が入学してきた。多目

的トイレは教室から遠いため、女性用トイ

レを使わせて欲しいと言われた。貴方なら

許可するか。 

③ 入社５年目の社員：学生時代から参加して

いた不登校支援のＮＰＯ。この春から代表

に就任する予定。基本就業時間後か土日が

活動の中心。上司に伝えたら嫌な顔をされ

た。貴方ならそれでも引き受けるか。 

 上記のようなケースを私が提示し、受講者の

皆さんは「YES」と「NO」の書かれたカードをど

ちらか提示する必要があります。裏面は同じデ

ザインになっており、私が一斉にオープンして

ください、と発言し、「YES」の方と「NO」の方

の人数が分かれる瞬間が一番盛り上がります。

その後、それぞれがなぜ YES、または NOと感じ

たのか、グループの中で議論して頂きます。 

このゲームの良いところは、こうしたケース

について、「どう思うか」を問うのではなく、一

旦 YES か NO か判断してもらって、議論すると

ころにあります。またどちらが正しい、正しく

ないではなく、「対話」をすることが重要なので

す。またこのゲーム実施に際しての注意点も明

言しています。これまでも自由に意見が述べら

れる環境を作ってきました。 

 

 

全国の地方自治体から集まった受講生の皆さん

は職場の風土も恐らく違うと思います。最近で

は「心理的安全性」という概念が浸透している

こともあり、受講生の職場でも自由に発言でき

る風土が醸成されつつあると感じています。毎

期受講者同士、活発な議論を頂いています。 

 

６ 結びにー未来の研修生に向けたメッセージ 

 新型コロナウイルス感染拡大期は規模を縮小

しての開催でしたが、今回開催された 44期生の

講義ではコロナ感染前の状態で実施することが

でき、活発な議論が交わされ感慨深いものがあ

りました。私は自治体向けの研修を数多く実施

しておりますが、自治大学校では、全国津々浦々

から精鋭の方々が一同に参加されていることも

あり、自治体のカラーが出る研修であり、毎期

楽しみにしています。ある期では、私の講義終

了後、全員で記念撮影をし、その写真がグルー

プＬＩＮＥのアイコンになっていることを伺い、

結束力の高さを知り、大変嬉しくなりました。

またある受講生から、研修終了後にご自身の所

属している自治体の管理監督者向けのワーク・

ライフ・バランス研修の依頼を受けたこともあ

ります。そうした経験からも自治体職員の皆さ

んがワーク・ライフ・バランスを実感した働き

方が実現できることを切に願っております。 

①一方の意見を強引に
押し付けてはいけない
②勝ち負けではない
③相手の意見を受容する

クロスロード・ダイバーシティ実施についての注意点
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